
証券コード 6763

2020年６月10日

株 主 各 位
川 崎 市 中 原 区 苅 宿 45 番 １ 号

帝国通信工業株式会社
代表取締役社長 羽 生 満寿夫

　

第98回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第98回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通

知申しあげます。
新型コロナウイルスによる感染拡大防止に向けて、株主の皆様の安全、安心を最優

先に本株主総会へのご出席を見合わせていただきますよう、お願い申しあげます。

なお、出席に代えて書面によって議決権を行使することができますので、お手数な

がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対す

る賛否をご表示いただき、2020年６月25日（木曜日）午後５時45分までに到着するよ

うご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具

記

１. 日 時 2020年６月26日（金曜日）午前10時

２. 場 所 川崎市中原区苅宿45番１号

帝国通信工業株式会社 本社会議室

(末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。)

３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第98期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報告、
連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件

２. 第98期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算書類報
告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 監査役２名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算
書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト

（アドレスhttps://www.noble-j.co.jp）に掲載させていただきます。
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(添付書類）

事 業 報 告

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度の世界経済は、保護主義的な通商政策を背景とした貿易摩擦

拡大の長期化から、米国における経済環境の悪化や中国における内需低迷によ

る中国経済の減速の影響に加え、2020年に入ってから新型コロナウイルス感染

症が、世界中に拡大し世界経済への不安が急激に高まったことから、先行きは

一段と不透明感が増し、当第４四半期連結会計期間において多大な影響を受け、

厳しい状況となりました。

当社グループの属するエレクトロニクス業界では、自動車市場においては、

世界的な販売不振から自動車関連市場向け部品の需要が低迷し、更に、新型コ

ロナウイルス感染症による生産活動の一時停止や減産により全体的に弱含みで

推移しました。

このような状況の中、当社グループは、一部の事業所に導入した新たな生産

方式、自動化設備の導入及び生産管理システムの刷新を、全ての事業所へ展開

を拡大しております。また、新商品の投入によるマーケット拡大と、既存市場

向け商品強化を進め拡販に邁進してまいりました。

しかしながら、第４四半期において、中国の生産拠点及び販売拠点の操業が

停止する等新型コロナウイルス感染症の影響を受けたことから、当連結会計年

度の売上高は124億99百万円（前年同期比5.4％減）となりました。営業利益は

６億24百万円（前年同期比37.6％減）、経常利益は７億48百万円（前年同期比

42.1％減）、当社の子会社であるP.T.ノーブルバタムの清算結了に伴う特別損失

を計上したことにより親会社株主に帰属する当期純損失は84百万円（前年同期

は９億53百万円の親会社株主に帰属する当期純利益）となりました。
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　 電子部品事業の業績の概況は次のとおりであります。

ゲーム機市場向けは第４四半期において在庫調整の影響はありましたが、全

体としては堅調を維持しました。市場需要が減速している自動車電装向けを含

め、中国経済の減速等により、各カテゴリーにおいても販売が低迷した結果、

全体として低調でした。

この結果、電子部品の売上高は118億70百万円（前年同期比8.8％減）となり、

営業利益は５億52百万円（前年同期比46.0％減）となりました。

その他の事業では、環境関連ビジネスを手掛ける㈱エコロパックが新規連結

会社となり増加しております。

この結果、その他事業の売上高は６億28百万円（前年同期比222.1％増）、営

業利益は52百万円（前年同期は40百万円の営業損失）となりました。

② 設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資額は、８億４百万円であります。その主なものは、

合理化投資など省力化等機械設備２億35百万円であります。これらは自己資金

で賄いました。

③ 資金調達の状況

　 資金調達につきましては、増資及び社債の発行は行っておりません。

(2) 財産及び損益の状況

区 分
2016年度
第95期

2017年度
第96期

2018年度
第97期

2019年度
第98期(当期)

売 上 高 12,906百万円 14,329百万円 13,207百万円 12,499百万円

経 常 利 益 790百万円 1,131百万円 1,291百万円 748百万円

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△)

709百万円 779百万円 953百万円 △84百万円

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

72.39円 79.44円 97.06円 △8.55円

総 資 産 24,901百万円 26,454百万円 25,504百万円 24,575百万円

純 資 産 20,774百万円 22,133百万円 21,663百万円 21,202百万円

１株当たり純資産額 2,072.04円 2,209.07円 2,157.30円 2,110.94円

(注) １．１株当たり当期純利益は自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき、１株当た
り純資産額は自己株式を控除した期末発行済株式総数に基づき算出しております。

２．2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。１株
当たり当期純利益及び１株当たり純資産額は、2016年度の期首に当該株式併合が行われた
と仮定して算定しております。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等
を第97期の期首から適用しており、第96期に係る総資産については、当該会計基準等を遡
って適用した後の指標等となっております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社との関係

　 該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出資比率

主 要 な 事 業 内 容

％

須 坂 帝 通 株 式 会 社 27百万円 100.0
固定抵抗器、可変抵抗器及び同部品
の製造

福 井 帝 通 株 式 会 社 30百万円 100.0
可変抵抗器、同部品及び前面操作ブ
ロック部品の製造

帝通エンヂニヤリング株式会社 20百万円 100.0 機械設備等の製造及び販売

台 湾 富 貴 電 子 工 業 株 式 会 社 51百万NT＄ 58.1
可変抵抗器及びスイッチ等の製造及
び販売

シ ン ガ ポ ー ル ノ ー ブ ル
エ レ ク ト ロ ニ ク ス 株 式 会 社

1,500千S＄ 100.0
可変抵抗器及び前面操作ブロック等
の販売

香 港 ノ ー ブ ル
エ レ ク ト ロ ニ ク ス 株 式 会 社

２百万HK＄ 100.0 可変抵抗器等の販売

ノ ー ブ ル エ レ ク ト ロ ニ ク ス
（タ イ ラ ン ド） 株 式 会 社

480百万BAHT 100.0
可変抵抗器、前面操作ブロック及び
プラスチック成型品等の製造

ノ ー ブ ル エ レ ク ト ロ ニ ク ス
ベ ト ナ ム 株 式 会 社

4,999千US＄ 100.0
可変抵抗器及び前面操作ブロック等
の製造

ノーブル貿易（上海）有限公司 350千US＄ 100.0
可変抵抗器及び前面操作ブロック等
の販売

ノ ー ブ ル ト レ ー デ ィ ン グ
( バ ン コ ク ) 株 式 会 社

5,000千BAHT 100.0
可変抵抗器及び前面操作ブロック等
の販売

富 貴 電 子 ( 淮 安 ) 有 限 公 司 8,000千US$ 100.0 固定抵抗器の製造

(注) ノーブルエレクトロニクス（タイランド）㈱及びノーブルトレーディング(バンコク)㈱の出資
比率には、子会社による間接所有が含まれております。

③事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

当社グループは「電子部品の製造とサービスを通じて世界のお客様に満足して

いただける仕事をいつも提供し続ける事により、豊かな社会の実現に貢献する事」

を企業理念としております。

この理念のもと、様々な事業活動をしてまいりましたが、当社の当会計年度にお

ける状況に関し、前記で報告した通り、第４四半期において、新型コロナウイル

ス感染症の影響を大きく受けました。更に、次期会計年度第１四半期の受注状況

につきましても大幅な減少となる可能性があります。下半期動向は不透明ではあ

りますが、感染症終息後に向けて体制整備を図るために、マーケットの動向調査、

分析を誠意努力しております。また、マーケット拡販、新商品開発と合わせて、

事業構造の再構築を目指し早急に取り組んでまいります。

(5) 主要な事業内容（2020年３月31日現在）

電子部品（前面操作ブロック、可変抵抗器、固定抵抗器等）及び機械設備等の

製造及び販売

(6) 主要な営業所及び工場（2020年３月31日現在）

　 当社本社（神奈川県川崎市中原区苅宿45番１号）

　 国内販売拠点：当社大阪営業所（大阪府吹田市）

　 国内生産拠点：当社赤穂工場（長野県駒ヶ根市）

　 須坂帝通㈱（長野県須坂市）

　 海外販売拠点：香港ノーブルエレクトロニクス㈱（香港）

　 ノーブル貿易（上海）有限公司（中華人民共和国上海市）

海外生産拠点：ノーブルエレクトロニクス（タイランド）㈱（タイ アユタヤ）

　 ノーブルエレクトロニクスベトナム㈱（ベトナム ハノイ）
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(7) 使用人の状況（2020年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,722名 97名減

(注) 使用人数は就業員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グ
ループへの出向者を含む。）であり、パート及び嘱託社員を除いております。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

235名 10名減 41.6歳 17.4年

(注) 使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）で
あり、パート及び嘱託社員を除いております。
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２．会社の現況
(1) 株式の状況（2020年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 15,901,600株

② 発行済株式の総数 9,836,475株（自己株式を除く）

③ 株 主 数 6,213名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 477 4.85

ＴＨＥ ＨＯＮＧＫＯＮＧ ＡＮＤ ＳＨＡＮＧＨＡＩ
ＢＡＮＫＩＮＧ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ ＬＴＤ－
ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ ＢＲＡＮＣＨ ＰＲＩＶＡＴＥ
ＢＡＮＫＩＮＧ ＤＩＶＩＳＩＯＮ ＣＬＩＥＮＴ
Ａ／Ｃ ８２２１－５６３１１４

465 4.73

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 450 4.58

ノ ー ブ ル 協 力 会 316 3.22

帝 通 工 従 業 員 持 株 会 298 3.04

菊 池 公 男 253 2.58

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 252 2.56

村 上 隆 一 245 2.50

株 式 会 社 横 浜 銀 行 224 2.29

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 200 2.03

(注) １．当社は自己株式を305,358株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．2020年３月13日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書に関する変更報告書におい

て、重田光時氏他共同保有者１名が2020年３月６日現在733,100株（7.23％）を保有してい
る旨が記載されておりますが、当社として2020年３月31日現在における実質保有株式数の
確認ができないため、上記大株主には含めておりません。

３．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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(2) 新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（2020年３月31日現在）

　 2019年６月27日開催の取締役会決議による新株予約権

　 ・新株予約権の数

　 92個（新株予約権１個につき100株）

　 ・新株予約権の目的である株式の種類及び数

　 普通株式9,200株

　 ・新株予約権の発行価額

　 １個当たり105,100円（１株当たり1,051円）

　 ・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　 １個当たり 100円（１株当たり １円）

　 ・新株予約権を行使することができる期間

　 2020年７月18日から2022年７月17日

　 ・新株予約権の行使の条件

イ．新株予約権者が当社の取締役就業規則等に定める懲戒の事由に該当し

た場合には、新株予約権を行使することはできない。

ロ．新株予約権者が自己の都合により当社の取締役、監査役で無くなった

場合には、新株予約権を行使することはできない。（但し、自己の都合によ

るかは取締役会で決定する）

ハ．その他、当社と被付与者との間で締結する契約に定める。

　 ・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的である株式の数 保 有 者 数

取締役（社外取締役を除く） 70個 7,000株 ４名

社 外 取 締 役 ８ 800 ２

監 査 役 14 1,400 ３
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② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の

状況（2020年３月31日現在）

　 2019年６月27日開催の取締役会決議による新株予約権

　 ・新株予約権の数

　 32個（新株予約権１個につき100株）

　 ・新株予約権の目的である株式の種類及び数

　 普通株式3,200株

　 ・新株予約権の発行価額

　 １個当たり105,100円（１株当たり1,051円）

　 ・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　 １個当たり 100円（１株当たり １円）

　 ・新株予約権を行使することができる期間

　 2020年７月18日から2022年７月17日

　 ・新株予約権の行使の条件

イ．新株予約権者が当社の取締役就業規則等に定める懲戒の事由に該当し

た場合には、新株予約権を行使することはできない。

ロ．新株予約権者が自己の都合により当社の執行役員で無くなった場合に

は、新株予約権を行使することはできない。（但し、自己の都合によるかは

取締役会で決定する）

ハ．その他、当社と被付与者との間で締結する契約に定める

　 ・当社執行役員の交付状況

新株予約権の数 目的である株式の数 交 付 者 数

執 行 役 員 32個 3,200株 ５名
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(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2020年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 羽 生 満寿夫

取 締 役 水 野 伸 二 専務執行役員営業統括

取 締 役 丸 山 睦 雄
上席執行役員業務統括
株式会社エコロパック代表取締役

取 締 役 相 談 役 一 柳 和 夫
東京応化工業株式会社社外取締役
帝通エンヂニヤリング株式会社代表取締役

取 締 役 等々力 正 夫

取 締 役 藤 野 秀 美 藤野秀美税理士事務所所長

常 勤 監 査 役 佐々木 裕 一

監 査 役 柿 沼 光 利 柿沼光利税理士事務所所長

監 査 役 山 崎 順 治

(注) １．取締役等々力 正夫氏及び藤野 秀美氏は、社外取締役であります。なお、両氏を東京証
券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．常勤監査役佐々木 裕一氏及び監査役柿沼 光利氏は、社外監査役であります。なお、両
氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．監査役柿沼 光利氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知
見を有しております。

４．当社は執行役員制度を導入しております。執行役員は上記取締役の他、以下のとおりです。
品質保証統括 須山 眞仁、開発統括 三井 浩二、中国販売拠点管掌 大江 正展、人
事総務室管掌 堤 正人、国内生産拠点管掌 石口 和夫。

　

② 責任限定契約の内容の概要

当社が定款に基づき取締役（業務執行取締役等である者を除く。）および監査

役と締結した責任限定契約の内容の概要は下記のとおりであります。

社外取締役及び監査役全員との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契

約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額としてお

ります。
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③ 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

７名
(２)

82百万円
(８)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

３
(２)

20
(17)

合 計 10 103

(注) １．取締役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第84回定時株主総会において「１事業年度
あたり２億７千万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）」と決議いただいておりま
す。

２．監査役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第84回定時株主総会において「１事業年度
あたり３千６百万円以内」と決議いただいております。

３．支給額には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額５百万円（取締役４百万円うち社外
取締役０百万円、監査役１百万円うち社外監査役０百万円）が含まれております。

４．支給額には、ストックオプションによる報酬額（取締役８百万円うち社外取締役０百万円、
監査役１百万円うち社外監査役１百万円）が含まれております。

④ 社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法

人等との関係

　 ・取締役藤野 秀美氏は、藤野秀美税理士事務所の所長であります。

　 当社は藤野秀美税理士事務所との間には特別な関係はありません。

　 ・監査役柿沼 光利氏は、柿沼光利税理士事務所の所長であります。

　 当社は柿沼光利税理士事務所との間には特別な関係はありません。

　 ロ．当事業年度における主な活動状況

　 ・取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会 ( 17回開催 ) 監査役会 ( ７回開催 )

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 等々力 正 夫 17回 100％ ― 回 ― ％

取 締 役 藤 野 秀 美 17 100 ― ―

常 勤 監 査 役 佐々木 裕 一 17 100 ７ 100

監 査 役 柿 沼 光 利 17 100 ７ 100
　

　 ・取締役会等における発言状況
取締役等々力 正夫氏は、長年にわたり労働行政を通じて培った豊富な

知識・見地から適宜発言を行っておりました。
取締役藤野 秀美氏は、長年にわたり税務に携わって培った豊富な経験

と税理士としての専門的見地から適宜発言を行っておりました。
常勤監査役佐々木 裕一氏は、金融機関における長年の経験と知識、ま

た経営に携わった経験をもとに適宜発言を行っておりました。
監査役柿沼 光利氏は、長年、税務に携わって培った豊富な経験と税理

士としての専門的見地から適宜発言を行っておりました。
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(4) 会計監査人の状況

① 名 称 有限責任監査法人トーマツ

② 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 32百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額

32

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積
もりの算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条
第1項の同意を行っております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当する場合、監査役会は、監査役

全員の同意に基づき会計監査人を解任する方針です。

また、上記のほか、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認めら

れる等、会計監査人として適当でないと判断される場合には、監査役会は、会

計監査人の解任又は不再任に関する株主総会提出議案の内容を決定する方針で

す。

④ 当社の重要な子会社のうち、香港ノーブルエレクトロニクス㈱、ノーブル貿

易（上海）有限公司他７社の在外連結子会社は、当社の会計監査人以外の公認

会計士または監査法人の監査を受けております。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1)業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のと

おりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

取締役及び使用人は当社の企業理念、経営理念、行動指針、行動規範ガイド

ラインに従い誠実に行動する。

内部統制体制として社長を委員長とする内部統制委員会を設け、内部統制・

業務監査・リスク対策等全般にわたる方針の決定と対応指示を行う。社長直轄

の内部監査室は業務監査部門として内部監査を実施する。

また、コンプライアンス違反行為が行われている、もしくは行われようとし

ていることに気付いた者は内部監査室長に通報する制度を設ける。通報ある場

合、内部監査室長は監査役（会）へこれを報告するほか、公益通報者保護規程

を設け通報者に対して不利益な扱いをしない体制をとる。

一方、子会社に対しては、当社の内部監査室が内部統制の有効性と妥当性を

確保するため、子会社における内部監査を実施し、その結果を内部統制委員会

ならびに監査役（会）に報告する。また、子会社の内部通報については当社と

同等の対応をとる。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、法令・社内規程に基づき、取締役の職務の執行に係る文書その他重

要な情報の適切な保存・管理を行う。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループのリスク管理は、内部統制委員会において経営上のリスクを総

合的に分析、把握し意思決定を図り、また非常時にはそのリスク度合に応じて

担当取締役をセンター長とする「危機管理センター」を設け、当社グループ全

体で対応する体制をとる。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、企業価値の向上を目指し、企業経営と業務執行を区分、業務執行機

能の一層の強化を図るため執行役員制をとる。毎月１回開催される取締役会は

経営方針及び重要な意思決定と業務執行に対する監督等を行う機関として重要

事項を付議し、活発な討議を経た上で決議する。

取締役会の方針に基づき、毎月２回開催される執行役員会にて業務執行の意
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思決定を行う。また、国内外の代表者が出席し定期的に開催するグローバルな

会議において、課題達成の監視、業務執行状況の確認等を通じ事業計画の定期

的なフォローを行うとともに、経営方針と基本戦略の徹底を行う。

一方、子会社の重要案件については当社と協働することにより、子会社の取

締役の職務の執行の効率を確保する。

⑤ 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社の子会社の経営に関しては各社の自主性を尊重しつつ、当社の取締役ま

たは執行役員が全ての子会社の取締役または監査役に就任し、子会社の情報を

当社に集約・管理して業務遂行状況を把握するとともに、月次業績を当社取締

役会及び執行役員会にて確認し、必要に応じて当社から子会社へ訪問し分析、

指導を行う。

また、子会社の取締役からは、当社の担当役員に対して職務の執行状況を定

期的に報告させ、業務の適正を確保するための体制を確保する。

⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

監査役会が監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、こ

れを置くこととする。当該使用人の人事及び人事処遇等については監査役会の

意向を尊重しつつ、取締役会と監査役会が事前に協議の上決定する。

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監

査役の職務を補佐する使用人に対する指示の実効性の確保に関する体制

当社は社内規程において監査役を補佐する者は、第一義的に監査役（会）の

指揮命令のもと、業務を遂行しなければならないとしており、取締役からの独

立性を確保する。

⑧ 取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制

監査役は取締役会その他重要な会議に出席するほか、関係書類の提供を受け

る。また、取締役及び使用人ならびに子会社の取締役及び使用人等は下記事項

について速やかに監査役(会)に報告するものとする。

なお、社内規程において当社監査役へ通報したことによる解雇その他いかな

る不利益取り扱いも受けないこととし、子会社においても同等の体制をとる。

(1) 法令に定める事項

(2) 会社運営に少なからぬ影響を与える事象

(3) 内部監査室からの監査状況の報告

(4) 公益通報があった場合、その内容
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(5) 行政当局及び取引所の検査、調査または命令、勧告、指導等の事実と

その内容

(6) 就業規則で定める懲戒に該当する事実の発生があった場合、その内容

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の処理に係る方針

監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該

職務の執行について生ずる費用又は債務の処理等所要の費用の請求を受けたと

きは、当社はその費用を負担する。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役（会）は内部監査室、子会社監査役との相互連携保持のほか、代表取

締役との定期的意見交換を通じての相互認識を共有する。また、監査役（会）

は必要あれば外部の専門家（弁護士等）を活用できる。

⑪ 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社および当社グループが金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制

評価報告制度に適正に対応するため、内部統制委員会の指示のもと、その仕組

みが適正に機能することを継続的に評価することにより、財務報告の信頼性を

確保する体制を整備する。

⑫ その他重要な事項

当社は「コンプライアンスの基本方針」ならびに「帝通行動規範ガイドライ

ン」において、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関

係を持たず、毅然とした態度で対応する旨を定めている。

(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

当社は企業理念、経営理念、行動指針、行動規範ガイドラインを定め、取締

役及び使用人に浸透を図っております。また、必要ある場合は外部の専門家

（弁護士等）に意見を求めて法令違反等の未然防止を図っております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、株主総会議事録、取締役会議事録及び計算書類等について、法令の

定めに則り保存期間を設定し、適切に運用しております。
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③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、リスクマネジメントへの対応として内部統制委員会において当社グ

ループの経営上のリスクを総合的に分析、把握し必要に応じて対応しておりま

す。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、取締役会規則に基づき、取締役会における決議事項等の意思決定の

ルールを明確にしております。当事業年度においては、取締役会を計17回開催

いたしました。また、当社は業務執行機能の一層の強化を図るため、執行役員

制度を導入しており、効率的な意思決定を図っております。

⑤ 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社の取締役または執行役員がすべての子会社の取締役または監査役に就任

しており、子会社の情報を当社に集約・管理するとともに必要に応じて子会社

へ訪問して指導等を実施しております。

⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

当社は、監査役会が監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場

合、これを置くこととしておりますが、現在は要請の都度、使用人が監査役の

職務を補助する対応をとっております。

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監

査役の職務を補佐する使用人に対する指示の実効性の確保に関する体制

当社は、社内規程において監査役を補佐する者は、第一義的に監査役（会）

の指揮命令のもと、業務を遂行しなければならないとしており、その浸透を図

っております。

⑧ 取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制

監査役は取締役会のほか、国内あるいは国内外の子会社の代表者が出席する

会議に出席し、業務執行状況等の報告や内部監査室による内部監査状況の報告

等をはじめ必要に応じて関係書類の提供を受けております。また、内部通報制

度を整備し、通報者の保護を図っております。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の処理に係る方針

当社は、当社の監査役の職務執行について生ずる費用の前払いまたは償還の

手続きについては、社内規程にならって運用しております。
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⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は取締役会等、重要な会議に出席し、適宜問題提起を行い、業務執行

が適正に行われているかの確認および監査の実効性の向上を図っております。

一方、代表取締役社長や社外取締役との意見交換を通じて相互認識の共有を図

っております。

⑪ 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は業務記述書等に基づき自己点検を実施し、その内容を内部監査室で監

査した後、内部統制委員会に報告。内部統制委員会で継続的に評価することに

より、財務報告の信頼性を確保しております。

⑫ その他重要な事項

当社は、反社会的勢力とは一切関係を持たず、毅然とした態度で対応するこ

とを取締役および使用人に浸透を図っております。

.........................................................................................................................................................

本事業報告中における金額等は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

退職給付に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

15,732,870

10,214,055

2,342,902

589,506

1,151,783

562,139

589,052

286,705

△3,276

8,842,987

3,858,750

1,526,998

1,237,509

590,659

4,541

265,791

233,250

70,837

4,913,399

1,896,774

3,268

2,465,177

10,050

542,976

△4,848

流 動 負 債 2,095,843

支払手形及 び 買 掛 金 604,218

電 子 記 録 債 務 427,224

短 期 借 入 金 49,887

未 払 法 人 税 等 66,328

賞 与 引 当 金 329,018

役 員 賞 与 引 当 金 5,000

そ の 他 614,165

固 定 負 債 1,277,758

退職給付に 係 る 負 債 119,141

繰 延 税 金 負 債 1,092,455

そ の 他 66,161

負 債 合 計 3,373,602

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 20,183,623

3,453,078

5,456,313

12,019,692

△745,460

580,628

401,734

△94,782

273,676

11,637

426,366

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

退職給付に係る調整累計額

新 株 予 約 権

非 支 配 株 主 持 分

純 資 産 合 計 21,202,255

資 産 合 計 24,575,857 負 債 ・ 純 資 産 合 計 24,575,857

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 12,499,701

売 上 原 価 8,579,091

売 上 総 利 益 3,920,609

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,296,448

営 業 利 益 624,160

営 業 外 収 益 266,883

受 取 利 息 及 び 配 当 金 141,328

そ の 他 125,554

営 業 外 費 用 142,870

支 払 利 息 4,245

為 替 差 損 54,456

そ の 他 84,168

経 常 利 益 748,173

特 別 利 益 161,036

固 定 資 産 売 却 益 161,036

特 別 損 失 624,390

投 資 有 価 証 券 評 価 損 160,607

関 係 会 社 清 算 損 463,783

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 284,819

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 127,228

法 人 税 等 調 整 額 204,921

当 期 純 損 失 47,331

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 36,773

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 84,105

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,453,078 5,456,313 12,352,244 △768,223 20,493,413

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △491,616 △491,616

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失

△84,105 △84,105

自 己 株 式 の 取 得 △1,178 △1,178

自 己 株 式 の 処 分 △12,465 23,941 11,475

連 結 範 囲 の 変 動 255,634 255,634

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △332,552 22,762 △309,789

当 期 末 残 高 3,453,078 5,456,313 12,019,692 △745,460 20,183,623

その他の包括利益累計額
新株予約権

非支配株主
持 分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 647,043 △647,776 708,555 707,823 10,003 452,726 21,663,967

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △491,616

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失

△84,105

自 己 株 式 の 取 得 △1,178

自 己 株 式 の 処 分 11,475

連 結 範 囲 の 変 動 255,634

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△245,309 552,994 △434,879 △127,194 1,633 △26,360 △151,921

当 期 変 動 額 合 計 △245,309 552,994 △434,879 △127,194 1,633 △26,360 △461,711

当 期 末 残 高 401,734 △94,782 273,676 580,628 11,637 426,366 21,202,255

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 15社

・主要な連結子会社の名称 須坂帝通㈱、福井帝通㈱、帝通エンヂニヤリング㈱、

台湾富貴電子工業㈱、シンガポールノーブルエレクト

ロニクス㈱、香港ノーブルエレクトロニクス㈱、ノー

ブルエレクトロニクス（タイランド）㈱、ノーブルエ

レクトロニクスベトナム㈱、ノーブル貿易（上海）有

限公司、ノーブルトレーディング（バンコク）㈱、富

貴電子（淮安）有限公司

なお、当連結会計年度において、㈱エコロパックは重

要性が増したため連結の範囲に含めております。ま

た、当連結会計年度において、P.T.ノーブルバタムは

清算手続きが完了したため連結の範囲から除外してお

ります。

② 非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称 ㈱サンシャイン

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は小

規模であり全体として連結計算書類に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲から除外しておりま

す。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、シンガポールノーブルエレクトロニクス㈱、香港ノーブルエレクトロニクス

㈱、ノーブルエレクトロニクス（タイランド）㈱、ノーブルエレクトロニクスベトナム㈱、ノーブ

ル貿易（上海）有限公司、ノーブルトレーディング（バンコク）㈱、富貴電子（淮安）有限公司の

決算日は12月31日でありますが、連結に際しては、当該決算日の財務諸表を使用し、かつ必要な調

整を行っております。
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３．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

(持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社)

　 その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

　 ② たな卸資産

仕掛品、原材料及び貯蔵品 当社及び国内連結子会社は主として先入先出法による

原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法）を、また、在外連結子会社は総平均法に

よる低価法を採用しております。

商品及び製品 当社及び国内連結子会社は主として総平均法による原

価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法）を、また、在外連結子会社は主として先入

先出法による低価法を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

(リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連結子

会社は主として定額法を採用しております。ただし、

当社及び国内連結子会社は1998年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ７～50年

機械装置及び運搬具 ５～10年

② 無形固定資産

(リース資産を除く）

当社及び連結子会社は定額法を採用しております。な

お、自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。
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③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 当社及び国内連結子会社は債権の貸倒れによる損失に

備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。また、

在外連結子会社は主として特定の債権について回収不

能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 当社及び国内連結子会社は従業員に対して支給する賞

与の支出にあてるため、労働組合との協定に基づく支

給見込額を計上しております。

③ 役員賞与引当金 当社及び国内連結子会社は役員賞与の支出に備えて、

当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上し

ております。

(4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 ①退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会

計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額を費用処理しております。また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整のうえ、純資産の

部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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　 ②重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

　 ③消費税等の会計処理方法

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　 ④連結納税制度の適用

　 連結納税制度を適用しております。

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

当社及び国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）にお

いて創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制

度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税

効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いによ

り、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）

第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に

基づいております。

２．会計方針の変更

IFRS第16号「リース」の適用

在外連結子会社において、当連結会計年度よりIFRS第16号「リース」を適用し、借手の会計処理と

して原則すべてのリースについて連結貸借対照表に資産及び負債を計上しております。

当該会計基準の適用にあたり、経過措置として認められている当該会計基準の適用による累積的影

響額を適用開始日に認識する方法を採用しております。

なお、当該会計基準の適用が連結計算書類に及ぼす影響は軽微であります。

３．表示方法の変更

連結貸借対照表

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「有形固定資産」の「工具、器具及び備品」に

ついては、金額的重要性が乏しいため、当連結会計年度より「その他」に含めて掲記しております。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保提供資産 建物及び構築物 110,104千円

土地 6,756千円

計 116,860千円

　 担保対象債務

　 該当債務はありません。
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(2) 有形固定資産の減価償却累計額 17,659,423千円

５．連結損益計算書に関する注記

(1) 固定資産売却益

主に賃貸用不動産の建物及び構築物、土地の売却によるものであります。

(2) 関係会社清算損

連結子会社P.T.ノーブルバタムの清算手続きが完了したことに伴う為替換算調整勘定取崩額であ

ります。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 10,141,833株 ―株 ―株 10,141,833株

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

　 イ．2019年６月27日開催の第97回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 245,691千円

・１株当たり配当金額 25円00銭

・基準日 2019年３月31日

・効力発生日 2019年６月28日

　 ロ．2019年11月６日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 245,924千円

・１株当たり配当金額 25円00銭

・基準日 2019年９月30日

・効力発生日 2019年12月５日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

2020年６月26日開催の第98回定時株主総会において次のとおり付議する予定であります。

・配当金の総額 245,911千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当金額 25円00銭

・基準日 2020年３月31日

・効力発生日 2020年６月29日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

2018年６月28日 取締役会決議分

目的となる株式の種類 普通株式

目的となる株式の数 1,600株

（注）権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については主として一時的な余剰資金を安全性の高い短期的な預金等

で行っております。また、資金調達については、自己資金で賄っております。デリバティブは余剰

資金の運用とリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理の基準を定めリスク低

減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごと

に時価の把握を行っております。

　 借入金は主として非連結子会社とのものであります。

デリバティブ取引は、余剰資金の運用を目的としたデリバティブを組み込んだ複合金融商品と外

貨建営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取引を利用してお

ります。その運用は、複合金融商品については市場リスクに対する管理方針に基づき、リスク評

価、利回り等を検討のうえ取締役会の決議により、先物為替予約取引については、取引権限及び取

引限度額等を定めた管理規程に従い、担当部門の決裁者の承認を得て実行しております。契約先は

信用度の高い国内の銀行であり実質的な信用リスクはないものと判断しております。なお、当連結

会計年度末日現在、為替予約残高はございません。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額（*）

時価（*） 差額

(1) 現金及び預金 10,214,055 10,214,055 ―

(2) 受取手形及び売掛金 2,342,902 2,342,902 ―

(3) 電子記録債権 589,506 589,506 ―

(4) 投資有価証券 1,821,089 1,821,089 ―

(5) 支払手形及び買掛金 （604,218) （604,218) ―

(6) 電子記録債務 （427,224) （427,224) ―

(7) 短期借入金 （49,887) （49,887) ―

(8) 未払法人税等 （66,328) （66,328) ―

(*)負債に計上されているものについては、( )で示しております。
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(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　 (1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、並びに(3) 電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

　 (4）投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関

等から提示された価格によっております。

(5）支払手形及び買掛金、(6) 電子記録債務、(7）短期借入金、並びに(8) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額75,684千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「（4）投資有価証券」に含めておりません。

　

８．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、神奈川県、その他の地域において、工場施設等（土地を含む。）を有してお

ります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価

317,175 1,623,398

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した

金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,110円94銭

(2) １株当たり当期純損失 ８円55銭
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貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

9,499,957

5,295,278

46,921

555,337

2,228,817

467,964

246,146

79,005

158,646

209,624

212,214

流 動 負 債 2,255,976

支 払 手 形 30,249

買 掛 金 823,149

電 子 記 録 債 務 427,224

短 期 借 入 金 489,470

未 払 費 用 184,244

未 払 法 人 税 等 26,405

賞 与 引 当 金 204,000

役 員 賞 与 引 当 金 5,000

そ の 他 66,232

固 定 負 債 800,788

繰 延 税 金 負 債 764,774

固 定 資 産 10,714,475 そ の 他 36,013

有 形 固 定 資 産 2,029,794 負 債 合 計 3,056,764

建 物 1,104,870 （純 資 産 の 部）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

固定資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

新 株 予 約 権

16,739,672

3,453,078

5,456,313

5,456,313

8,575,740

863,269

7,712,471

72,657

6,185,000

1,454,813

△745,460

406,359

406,359

11,637

構 築 物 43,680

機 械 及 び 装 置 243,876

車 両 運 搬 具 5,177

工 具、 器 具 及 び 備 品 65,260

土 地 310,322

建 設 仮 勘 定 256,606

無 形 固 定 資 産 58,949

ソ フ ト ウ ェ ア 53,084

そ の 他 5,865

投 資 そ の 他 の 資 産 8,625,731

投 資 有 価 証 券 1,815,197

関係会社株式・関係会社出資金 4,165,708

長 期 貸 付 金 751,894

前 払 年 金 費 用 2,083,547

そ の 他 470,984

貸 倒 引 当 金 △661,600 純 資 産 合 計 17,157,668

資 産 合 計 20,214,433 負 債 ・ 純 資 産 合 計 20,214,433

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 9,079,255

売 上 原 価 7,032,683

売 上 総 利 益 2,046,571

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,926,320

営 業 利 益 120,251

営 業 外 収 益 485,226

受 取 利 息 及 び 配 当 金 271,389

そ の 他 213,837

営 業 外 費 用 163,407

支 払 利 息 1,068

為 替 差 損 33,131

そ の 他 129,207

経 常 利 益 442,070

特 別 利 益 292,967

固 定 資 産 売 却 益 161,036

関 係 会 社 清 算 益 131,931

特 別 損 失 207,459

投 資 有 価 証 券 評 価 損 160,607

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 46,851

税 引 前 当 期 純 利 益 527,579

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,000

法 人 税 等 調 整 額 176,785

当 期 純 利 益 338,794

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 29 ―

2020年05月26日 17時46分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



株主資本等変動計算書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

固 定 資 産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,453,078 5,456,313 863,269 79,288 6,185,000 1,613,470

当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 △6,630 6,630

剰 余 金 の 配 当 △491,616

当 期 純 利 益 338,794

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 △12,465

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― △6,630 ― △158,656

当 期 末 残 高 3,453,078 5,456,313 863,269 72,657 6,185,000 1,454,813

　

株 主 資 本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △768,223 16,882,197 643,682 10,003 17,535,883

当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

剰 余 金 の 配 当 △491,616 △491,616

当 期 純 利 益 338,794 338,794

自 己 株 式 の 取 得 △1,178 △1,178 △1,178

自 己 株 式 の 処 分 23,941 11,475 11,475

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△237,322 1,633 △235,689

当 期 変 動 額 合 計 22,762 △142,525 △237,322 1,633 △378,214

当 期 末 残 高 △745,460 16,739,672 406,359 11,637 17,157,668

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

　 ② その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

(2) たな卸資産

① 仕掛品、原材料及び貯蔵品 先入先出法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

② 製品 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

(リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ７～50年

機械及び装置 ８年

(2) 無形固定資産

(リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間 (５

年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(2) 賞与引当金 期末在籍従業員に対し、７月に支給する賞与にあてる

ため、労働組合との協定を基準として計上しておりま

す。

(3) 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当事業年度末における支給

見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退

職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

当事業年度末における年金資産見込額が退職給付債務

見込額に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の

差異を加減した金額を超過しており、その差額は投資

その他の資産「前払年金費用」に計上しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按

分した額を費用処理しており、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定年数（10年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお

ります。

計算書類において、未認識数理計算上の差異及び未認

識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結計

算書類と異なっております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

　 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

②連結納税制度の適用

　 連結納税制度を適用しております。

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグルー

プ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項

目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取

扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延

税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物 110,019千円

構築物 84千円

土地 6,756千円

計 116,860千円

　 担保対象債務

　 該当債務はありません。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 10,992,100千円

(3) 関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりであります。

① 短期金銭債権 1,649,295千円

② 長期金銭債権 748,664千円

③ 短期金銭債務 1,120,601千円

　
３．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高は次のとおりであります。

① 売上高 4,146,988千円

② 仕入高 4,254,020千円

③ 営業取引以外の取引高 404,284千円

　
４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末

普 通 株 式 314,173株 985株 9,800株 305,358株

(注) １．自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加985株であります。
２．自己株式の数の減少は、ストック・オプションの行使に伴う減少9,800株であります。
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５．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円)

　 繰延税金資産

賞与引当金 62,424

減価償却費 7,035

退職給付引当金 450,853

外国税額 71,814

棚卸資産 35,504

貸倒引当金 202,449

関係会社株式評価損 21,851

投資有価証券評価損 112,495

繰越欠損金 807,858

その他 46,909

繰延税金資産 小計 1,819,196

評価性引当額 △1,668,653

繰延税金資産 計 150,542

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △175,531

前払年金費用 △637,565

関係会社株式 △63,662

固定資産圧縮積立金 △32,036

その他 △6,521

繰延税金負債 計 △915,317

繰延税金負債の純額 △764,774

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別内訳

（単位：％)

法定実効税率 30.5

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △11.1

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2

住民税均等割 1.8

評価性引当額 7.5

外国税額 8.1

その他 △1.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.8
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６．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類
会社等
の名称

資 本 金
事 業 の
内 容

議決権等
の所有割
合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

木 曽 精 機
株 式 会 社

60,000千円
可変抵抗器等
部品の製造及
び販売

100.0
当社役員
２人

資金の援助 資金の借入 ─ 短期借入金 210,501

帝通エンヂニヤリング
株 式 会 社

20,000千円
機械設備等の
製造及び販売

100.0
当社役員
３人

資金の援助 資金の貸付 ─ 長期貸付金 661,600

株 式 会 社
エコロパック

36,000千円
環境対応素材
の製造及び販
売

100.0
当社役員
１人

資金の援助 資金の借入 ― 短期借入金 229,082

香港ノーブル
エレクトロニクス
株 式 会 社

2,000千
HK＄

可変抵抗器等
の販売

100.0
当社役員
１人

製品の販売等 製品の販売等 1,067,355 売 掛 金 278,080

ノ ー ブ ル
貿易(上海)
有 限 公 司

350千
US＄

可変抵抗器及
び前面操作ブ
ロックの販売

100.0
当社役員
２人

製品の販売等 製品の販売等 1,243,577 売 掛 金 342,419

ノーブルエレ
クトロニクス
（タイランド）
株 式 会 社

480,678千
BAHT

可変抵抗器及
び前面操作ブ
ロック等の製
造

100.0
(6.4)

当社役員
１人

製品の購入 製品の仕入 970,474 買 掛 金 212,013

ノーブルエ
レクトロニ
クスベトナム
株 式 会 社

4,999千
US$

可変抵抗器及
び前面操作ブ
ロック等の製
造

100.0
当社役員
２人

製品の購入 製品の仕入 1,175,054 買 掛 金 97,673

富貴電子(淮安)
有 限 公 司

8,000千
US＄

固定抵抗器の
製造

100.0
当社役員
２人

製品の購入 製品の仕入 1,027,650 買 掛 金 123,134

(注) １．「議決権等の所有割合」の( )内は、当社の子会社が所有する間接所有割合であり、内数と
なっております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
製品の取引条件については、一般的取引条件を勘案し適正な価格で決定しております。
貸付金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

３．木曽精機株式会社及び株式会社エコロパックからの資金の借入、帝通エンヂニヤリング株
式会社への資金の貸付については、頻繁に発生する取引のため、取引金額の記載を省略し
ております。

４．帝通エンヂニヤリング株式会社への長期貸付金に対し661,600千円の貸倒引当金を計上して
おります。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,743円11銭

(2) １株当たり当期純利益 34円46銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月14日

帝 国 通 信 工 業 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

　

有限責任監査法人トーマツ

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 澤 幸 之 助 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 五 十 嵐 勝 彦 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、帝国通信工業株式会社の2019年４月

１日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、帝国通信工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

― 36 ―

2020年05月26日 17時46分 $FOLDER; 36ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施

過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月14日

帝 国 通 信 工 業 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

　

有限責任監査法人トーマツ

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 澤 幸 之 助 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 五 十 嵐 勝 彦 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、帝国通信工業株式会社の2019

年４月１日から2020年３月31日までの第98期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施

過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第98期事業年度の取締

役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本

監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職

務の分担等に従い、取締役、内部監査部門、その他の使用人等と意思疎通を図

り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実

施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類

等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査い

たしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意

思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

ました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集

団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条

第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当

該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締

役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、

必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係

る内部統制については、取締役等及び有限責任監査法人トーマツから当該

内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月

28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応

じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書

類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属

明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は

認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 2020年５月25日

帝国通信工業株式会社 監査役会

常勤監査役
（社外監査役）

佐 々 木 裕 一 ㊞

社外監査役 柿 沼 光 利 ㊞

監 査 役 山 崎 順 治 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

　

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な政策と考え、資産の効率的な運用と

収益性の向上を図ることを通じ、業績も勘案しつつ配当水準の安定と向上に努めるこ

とを基本方針としております。

当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまして当期の期末配当は、以下

のとおりとしたいと存じます。

　

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

　 金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金25円といたしたいと存じます。

　 なお、この場合の配当総額は245,911,875円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 2020年６月29日といたしたいと存じます。
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第２号議案 監査役２名選任の件

監査役佐々木 裕一、山崎 順治の両氏は、本総会終結の時をもって任期満了とな

ります。つきましては、監査役２名の選任をお願いしたいと存じます。

なお、本議案につきましては監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

１

畑
は た み や

宮 正 憲
ま さ の り

(1960年１月 12日生 )

新任 社外 独立役員

1983年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ

銀行）入行

0株

2007年４月 同 広島支店長

2009年４月 同 融資・外為事務サービス部長

2010年５月 株式会社アヴァンティスタッフ常務執

行役員

2011年６月 同 常務取締役兼常務執行役員

2019年２月 ヒューリック株式会社顧問

2019年12月 同 退任

（現在に至る）

社外監査役候補者とした理由

畑宮 正憲氏は金融機関における長年の経験と知識及び経営者としての幅広い見識を有し

ており、当社の社外監査役に適任であると総合的に判断いたしました。なお、同氏を東京

証券取引所の独立役員として届け出る予定です。

２

小 田
お だ ぎ り

切 純 夫
す み お

(1953年７月13日生)

新任

1977年３月 当社入社

11,120株

2002年５月 同 業務部長

2003年６月 同 経理部長

2005年４月 同 執行役員経理部管掌経理部長

2013年４月 同 執行役員経理管掌

2015年４月 同 執行役員IR・経理管掌

2018年４月 同 顧問

2019年９月 同 退任

（現在に至る）

監査役候補者とした理由

小田切 純夫氏は執行役員として長年にわたり経理部門を管掌し、財務および会計に関す

る見識とアメリカやヨーロッパ等、海外勤務で培った幅広い知見を有しており、また当社

執行役員としての実績を勘案し、当社の監査役に適任であると総合的に判断いたしました。

(注) １．各候補者と当社の間には特別な利害関係はありません。
２．畑宮 正憲氏は社外監査役候補者であります。
３．畑宮 正憲氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員候補者であります。
４．当社は、定款第39条の規定に基づき畑宮 正憲氏及び小田切 純夫氏との間で、会社法第

427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定
であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額で
あります。

以 上
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←
至

横浜
元住吉駅綱島街道 東急東横線

至
渋谷

→

マクドナルド

踏切

セブンイレブン

川崎信用金庫

苅宿小学校文

〒 郵便局

三菱ふそうトラック・バス

平間駅入口 まいばすけっと

上平間

踏切

南武沿線道路 交差点へ

かっぱ寿司

← 至 新川崎駅

朝日電気

長谷川香料

府
中
街
道

至
立川→

← 至
川崎 ＪＲ南武線

平間駅

御幸跨線橋際

消防署

帝国通信工業

稲荷橋入口

元住吉駅

木月住吉

労災病院前

西加瀬

新
幹
線

苅宿歩道橋

ガ
ス

橋
通

り

株主総会会場ご案内図

会 場 帝国通信工業株式会社 本社会議室
　 川崎市中原区苅宿45番１号

交通機関 ＪＲ南武線平間駅より徒歩約10分
　 東急東横線元住吉駅より徒歩約15分
　 ＪＲ横須賀線新川崎駅より徒歩約25分（タクシー５分）

（お願い）駐車場スペースに限りがございますので、当日のお車でのご来場は、
なるべくご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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